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職業訓練指導員の業務とその構造 (2)
一職業能力開発施設別に見た傾向一

森 和  夫

1.問 題

我が国の職業能力開発は時代の変化を反映 させて進展 してきた。地方

自治体による職業能力開発短期大学校の設置をはじめ、職業能力開発施

設の統廃合 `再編、事業団立職業能力開発短期大学校の改編や職業能力

開発促進センターの業務の変化もこれらの延長としてある。障害者能力

開発施設においても入校生の障害の重度化、重複障害 という傾向がある。

職業能力開発促進法第15条で<多 様な職業能力開発の機会の確保>を

定めているが、第15条の 2に おいて<事 業主その他の関係者に対する援

助>を 「1第 11条の計画の作成および実施に関する助言および指導をお

こなうこと。 2職 業能力の開発及び向上の促進に関する技術的事項につ

いて相談その他の援助を行 うこと。 3情報及び資料を提供すること。 4

職業能力開発推進者の講習の実施および職業能力開発推進者相互の啓発

の機会の提供を行 うこと。……」と明記 している1)。公共職業能力開発

については同法第15条の 6で <国 及び都道府県の行 う職業Hl練等>を 以

下のように定めている。「職業能力開発校は、長期間のヨ‖練課程 (普通

課程)及 び短期間の訓練課程 (短期課程)の 普通職業訓練 を行 う地域に

おける職業訓練の基盤となる職業能力開発施設として設置 されるもので

ある。」、「職業能力開発短期大学校は長期間の訂1練課程 (専門課程)の

高度訓練 を行 うほか、短期間の訓練課程 (専門短期課程)の 高度職業訓

練を行 う職業能力開発施設として設置 される……」2)。以上の職業能力
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開発促進法の改正は時代の変化を反映させてきたことを表している。

職業能力開発施設は地域の課題解決を担って展開される。例えば、事

業団立広域能力開発施設では広域エリアの個人及び企業を対象にして事

業団立地域能力開発施設が担当しない技術 技 能分野を扱う。また、都

道府県立職業能力開発施設はその都道府県の抱える課題や、地域分担に

応じて教育訓練を担う。事業団立職業能力開発短期大学校は必要とされ

る高度技能を扱い、企業内訂1練施設では生産職場で求められる技術 技

能を経営理念に合わせて展開している。これに伴って、指導員の業務は

複雑に拡大していると考えられる。しかし、この指導員の業務動向につ

いては実証的アプローチからの研究成果は少ない。

このような状況の中で、「職業訓練指導員の業務に関する調査」は

1993年から1994年にかけて行なわれたS)1)。この調査は職業訓練指導員

を対象に業務内容、業務時間、業務負荷、業務頻度、業務動向、業務に

必要な能力 資 質の6項 目について調査したものである。調査方法はヒ

アリング調査、カード調査、質問紙調査の3つの方法によって行なわれ

た。特に、質問紙調査では指導員業務の過去、現在、未来についてどう

変化すると考えているかを明らかにしようした。この報告では基本統計

量の分析と事例分析を中心に報告したが、職業訓練指導員業務の構造の

検討はされていない。業務の構造が把握できれば、基本的な職業能力開

発の施策の企画や実業務の再編に有効な情報が期待できる。

本研究はこの調査データを使用し、多変量解析手法を適用して、職業

訓練指導員の業務の構造を明らかにしようとするものである。前報告で

は職業訓練指導員の業務の構造を4因子で説明した5〉。それらは 「指導

と評価因子」、「学習者対応因子」、「能力開発援助因子」、「コース企画因

子」の各因子である。この傾向は過去の指導員業務も現在も未来も差は

少ない。指導と評価因子は指導員業務の主要部分として位置づいており、

学習者対応因子が次いでいる。特徴的な業務は能力開発援助因子とコー
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ス企画因子にあった。本報告ではサンプル (職業訂1練指導員)に 因子分

析を適用し、職業能力開発施設ごとにその特徴を検討することにした。

2.研 究方法

集計データは前報告で示した18施設の257名の回答を用いた。前報で

得られた 「指導と評価因子」、「学習者対応因子」、「能力開発援助因子」、

「コース企画囚子Jの 各因子について各職業訂1練指導員の因子得点を計

算した。「職業訓練指導員の業務に関する調査」では過去、現在、未来

について原データを保有しているが、前報で述べたように、因子構造は

大きな差違は無かった。そこで、未来についてのデータを用いた。職業

訂‖練指導員に個別番号を付けてこれを用いた。表 1は施設分類ごとの施

設数、データ数、指導員番号を示している。

表 1 分 析対象施設数及びデータ数

施設分類 施設数 データ数 指導員番号

草害者能力開発施設 1   -   30

企業内教育施設 31   -  11

事業目立能力開発施設

都県立能力開発施設

合計 1

次に、各因子軸上に因子得点をプロットし、その分布を検討 しようと

した。施設分類に対するデータ数は障害者能力開発施設を除いて60～80

名程度となっており、ほぼ同数とみてきしつかえない。次に指導員のク

ラスター分析に移行 した。クラスター分析は因子得点間のユークリッド

距離を計算し、最も距離の近いものから順次、群化 した。生成 した群の

重心を計算 し、その重心と他の変数とのユークリッド距離を計算 した。

これを繰返 して行ない、クラスターを生成 した。
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3を結果と考察

3-1.職業訓練指導員の因子得点の傾向

図 1は縦軸に指導と評価囚子(第1因子)をとり、横軸に学習者対応因

子 (第2因子)をとって全指導員の因子得点をプロットしたものである。

図中の数字は指導員番号を表している。因子得点の合計はゼロになるよ

うに構成する。原点 (0,0)は両軸の平均値をあらわす。従って平均値

よりも高低位にある者の有無や分布の仕方によってバラツキができる。

この図において、指導と評価因子でマイナス寄りに、学習者対応因子で

は若千プラス寄りに分布することがわかる。

指導と評価因子

0 4

02

略 鴫

出ギ球
端'督ヤr'

- 0  4           - 0  2            0            0  2            0  4

学習者対応因子

図 1 指 導員の困子得点の分布 (第1因子一第 2因子軸)
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図 2は 縦軸に能力開発援助因子(第3因 子)をとり、横軸にコース企画

因子(第4因 子)を設定 して同様にプロットしたものである。両困子共に

原点付近に集中するが、それから大 きく離れて分布するものもある。能

力開発援助因子ではマイナス方向に広がり、コース企画因子でプラス方

向に偏よる。このように学習者対応因子とコース企画因子は因子得点の

高い方向にバラツキ、能力開発援助因子と指導と評価因子では因子得点

の低い方向にバラツキを持つ。

能力開発援助因子

0 4

……1   ……|…  …コ……Ⅲ………■   1  … ?………

-04

-0 4          -0 2           0            0 2           0 4

コース企画因子

図 2 指 導 員の因子得点の分布 (第 3因 子一第 4因 子軸 )

このように指導と評価業務、能力開発援助業務については他に比較 し

て、低 く捉えている者がいることがわかる。これに対 してコース企画業
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務は他に比較して高く捉えている者もいる。

3‐2.施設別にみた職業訓練指導員の因子得点の傾向

能力開発施設別にこれらの分布がどのようになっているかを検討した

い。表 2は施設別にみた因子得点の平均値と標準偏差を示 している。全

能力開発施設の平均値は前述のようにゼロになるのでこれを省いた。標

準偏差は値が大きいほど指導員の回答の一致度が低いことを表してい

る。各能力開発施設の平均値がゼロでない場合は、その施設がその因子

において一定の傾向を持つことを表す。従って、このデータの読み方は

全施設の平均に対する相対的な位置として見ていることになる。

表 2 施 設別にみた因子得点の平均値と標準偏差

表 2の 平均値 を図で表すと図 3の ようになる。指導と評価因子では障

害者能力開発施設の指導員ならびに都県立能力開発施設指導員で高い。

他の施設、とりわけ企業内教育指導員は低い。学習者対応因子では事業

団立能力開発施設が高い他は低 く現れている。能力開発援助因子は企業

内教育と事業団立能力開発施設で者干高い他は低い。コース企画因子は

企業内教育施設で高い他は低 く、特に事業団立能力開発施設では低 く現

れている。このように能力開発施設ごとに特徴をもった現われ方をして

, るヽ。

施設分類 第 1因 子

指導と評価園子

第 2因 子

学習者対応因子

第 3因 子
能力開発援助因子

第 4因 子
コース企画因子

降害者能力開発施設 平 均 -0 3290 -0 4369 -0 0344

標準日査 1 1438

企業内教育施設 平均 -0 1803 -0 1307

裸準偏残

事業団立能力開発施設 平 均 00121 0 4756 -0 3527

標準偏産 0 7702

部県立能力開発施設 平 均 -0 2876 -0 1306 -0 107〔

禄客日置

開発施設 幌準偏窪 0 9490
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都県立能力開発施設と障害者能力開発施設は量的には若子の差がある

が、概ね類似の傾向となる。企業内教育訂‖練施設と事業団立能力開発施

設とは能力開発援助因子でともに高いことでは同じだが、コース企画因

子と学習者対応因子では全く反対の傾向を持っている。事業団立能力開

発施設は指導と評価因子に広がりを持ち、企業内教育施設ではコース企

画因子に広がりを持つ。

口都県立能 力開発施設

□事業団立能力開発施設

口企業内教育施設

□障害者能 力開発施設-05 -04 -03-02 -81 00 01 02 03 04 05

図3 施 設別にみた因子得点の平均値

図 4は能力開発施設別に 「指導と評価因子Jと 「学習者対応因子」の

2軸 上でプロットしたものを示 している。図において原点 (0,0)ヤよ●

印で示 している。各施設の分布の傾向に類似性は見られない。事業団立

能力開発施設の指導員の大半は、学習者対応因子でプラス方向に偏って

分布 している。都県立能力開発施設の分布は学習者対応因子でマイナス

側に偏っているが、両因子でプラスの方向にも分布する。企業内教育訂l
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図 4 施 設別にみた指導員の困子得点の分布 (第1因子一第 2因 子軸)
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練施設の分布は原点を中心に円形に分布するが、指導と評価因子でマイ

ナス方向に広がる。障害者能力開発施設の分布はこれと逆にプラス方向

に偏りを持っている。  図 5は同様にして能力開発援助因子とヨース

企画因子軸上にプロットしたものである。いずれの施設の分布もバラツ

キが大きい。事業団立能力開発施設の分布はコース企画因子でマイナス

側に偏りがある。また能力開発援助因子でマイナス方向にも広がりを持

つ。都県立能力開発施設の分布はコース企画因子でマイナス側に重心が

あるが、プラス狽1にバラツキを持つ。企業内教育訓練施設と障害者能力

開発施設は類似の分布を持っているが、重心の位置が異なる。このよう

に、各施設で見解が異なる状況を図から読み取ることができる。

3‐3.職 業訓練指導員の類型分析

図6は職業訓練指導員のクラスター分析結果を示している。また、図

7は これらの 6つの群に属する指導員番号を示している。解析ソフトウ

エアの制限から64組に分割した.こ の解析は以下のように行った.因 子

負荷量を高位、中位、低位に3分割し、類似の内容の組を結合する。組

番号の 「lJは 4つの因子負荷量がいずれも低位のものである。組番号

「64Jは 4つ の因子負荷量がいずれも高位である。このような組み合わ

せを64組作り、該当する指導員を所属させた。図では64組を距離の近い

(類似性の高い)順 に結合させたものである。最も距離の近い組は 「46」

と「49」である。このようにしてデンドログラム(樹状図)を描いている。

ここでは解釈を明確にするために、図の上部に示した点線にクロスす

る6ク ラスターを設定した。クラスター数は指導員の類型を説明する上

であてはまりのよい数を設定した。図の左側から第1群、第2群のように

命名した。第1群は117名の指導員が帰属する。これは257名の455%に

あたる。同様にして、第2群は82名が所属する。この第1群と第2群で

774%に なる。第1群は 「46」「49」「26」… 「58」までの25組で構成す

る。この群は図9の ように、①指導と評価因子と学習者対応因子、②指
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図6 職 業引‖練指導員のクラスター構成図
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図7 群 別に見た職業訓練指導員のサンプル番号
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導と評価因子と能力開発援助因子、③学習者対応因子と能力開発援助因

子の各因子得点の高い組み合わせで構成している。これは単独の因子で

はなく2つの因子の得点で高位にあることが特徴である。

第2群は 「24」「27」… 「37」までの23組で構成する。この群は図9

のように、①コース企画因子を柱にして能力開発援助因子と組み合わせ

たものか、②コース企画因子を指導 ・評価因子と組み合わせるか、③ヨ

ース企画因子のみのいずれかである。この群はヨース企画業務を主とす

る群である。同様にして、第3群は図10のように、①学習者対応因子の

みか、②学習者対応因子を柱にしてコース企画を組合わせたもののいず

れかになっている。この群は学習者対応業務を主とする群である。第4

能力開鶴援助園子

指導と辞価困子  能 力開発援助困子

学習者対応囚子

図 8 第 1群の構成

学習者対ら困子   コ ース企画因子

図10 第 3群の構成

塙導と辞価困子  能 力開発援助困子

■―ス企画因子

図 9 第 2群の構成

学習者対応因子

図11 第 4群の構成
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群は図11のように、①能力開発援助因子のみか、②能力開発援助因子を

主として学習者対応のいずれかで構成する。この群は能力開発援助業務

を主とする群である。

能力開発援助困子    指 導と評価困子  能 力開発援助因!

学習者対応因子

図12 第 5群の構成

学習者対応口子  コ ース企画困子

図13 第 6群 の構成

第5群 は図12のように、能力開発援助因子と学習者対応因子を組合わ

せたもののみである。第6群 は図13のように、①指導 ・評価因子と能力

開発援助因子と学習者対応因子の組み合わせか、②指導 ・評価因子と能

力開発援助因子と学習者対応因子の組み合わせにコース企画因子を加え

たもののいずれかで構成する。

表 3 施 設別にみた群構成

施設分類 第1群 常2辞 第3群 第4群 第5群 第6群 合計

障害者能力開発施設 ‐５
ｍ

指
伸

０
∞

２

碑

０

０ ０

０
∞

30

(1000)

企業内教育施設 ２２
卿

３７
獅

1 1 ３

昭

５

５ ９

２
郷

85

( 1 0 0 0 1

事業団立能力開発施設 ５‐

磯

的

２３

9

( 1 1 1 )
７

師

４

仰
Ｏ
ｍ

3 1

く1000)

都県立能力開発施設 ２９
鋪

２２

３６ ‐

３
中

６

粥

０
∞

6 1

(1000)

合計 ７

●

32

( 3 1 9 )

郷

神

２３

８ ９

０

９

２

０ ３

257

(1000)
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能力開発施設別の群の構成を表 3に示 した。表中の数字は該当する指

導員数を表 している。また、()内 の数字は合計に対する割合を表 して

いる。図14はこの表を基に、施設別に見た各群の割合を描いたものであ

る。全ての群が見られる能力開発施設は企業内教育訓練施設である。ま

た、企業内教育訂‖練施設は他の施設とは異なる構成になっている。最も

多い群は第2群で、全体の435%を 占める。第1群は他の施設に比べても

少ない。第6群が見られるのは企業内教育訓練施設だけである。第3群、

第4群、第5群については事業団立能力開発施設とほぼ同様である。事業

団立能力開発施設の特徴は第1群が6割以 上を占めていることである。ま

た、第6群を除 く各群で5～11%を 構成 している。都県立能力開発施設は

事業団立能力開発施設と類似の構成といえる。また、障害者能力開発施

設は第3群、第4群、第6群はみ られない。第1群と第2群の合計で973%

を占めている。

図14 施設別にみた各群の構成率

図15は各群の施設構成 を示 している。各群の合計 を100%と した時の

各施設の割合を表 したものである。第6群は2名のみであるので解釈でき

ない。第1群、第2群、第3群の タイプは全施設で見られ る。特に第1群は

口第2群  E第 3群  日 第4群  日 常5群  口 第6群
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口 企業内教育割練施設

口 博 雪者使力開発施設

Z 都 県立能力開発施殺

El 事 業団立能力開発施設

40X   50斉   60X   70X   30培   90斉   100%

図15 各 群の施設構成率

企業内教育訂1線施設が少ない他は、ほぼ同率になっている。いずれの施

設でも見 られるタイブといえる。第2群や第3群、第5科では企業内教育

訓練施設が多くを占める。事業団立能力開発施設は第2群が少ない他は

第6群を除いて30%程 度を構成する。

4.討 論

4‐1.施 設別にみた指導員業務への考え方の特徴

職業訓練指導員の業務に対する考え方を施設別に検討すると以下の諸

点を指摘できる。第 1は長期課程及び短期課程の普通訓練や障害者訓練

を実施する職業能力開発校の指導員は共通 した考え方を持っていること

である。長期課程及び短期課程の高度訓練についても新規学校卒業者を

対象とすることから、やはり同様の考え方を持つと推定 される。これら

に共通する考え方は指導 と評価に関する業務を主とするものである。指

導の準備や実施、教材研究、評価の実施と改善が中心的な業務と考える

施設と言 える。第 2は地域職業能力開発促進センターや広域職業能力開
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発促進センターのような地域の労働者と企業への支援を行う施設の場

合、学習者対応や能力開発援助を主要業務となると考えられていること

である。学習者の課題への相談や、学習者の環境 ・個性の把握、事務処

理などのサービス、能力開発への要望把握、企業や地域課題への援助、

個人の能力開発の企画などが中心的な業務としていることである。第 3

に企業内教育訓練施設では能力開発援助業務の他にコース企画業務が主

要業務と考えられていることである。能力開発への要望把握、企業や地

域課題への援助、個人の能力開発の企画、訓練ニーズの把握やコース設

定、必要学習項目の設定、訓練プログラムの作成、施設体制の整備が重

視されている。企業内教育では生産職場の第一線の技術 機 能者を指

導 ・評価にあたらせることもあることからこの業務内容が少ないとも考

えられる。これを図で表すと図16のようになる。

訓練ニーズの理握
ヨース設定

!必要学習項目の設定
訂‖練プログラムの約成
脚 本制の圏続

詔面の実施と改善

図16 職 業能力開発施設と職業訓練指導員の業務
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未来の職業訓練指導員業務についてこのような見解を施設指導員が表明

していることは重要な知見と考えたい。「職業訓練指導員の業務に関す

る調査」の基本統計量から推定されたことは、多変量解析によってより

鮮明に示し得たといえる。

4‐2.指 導員業務から見た指導員の類型

職業訓練指導員の類型は6群 に分けて捉えることができた。職業訂1練

指導員の類型の最も多いものは 「指導と評価一能力開発援助一学習者対

応」のうち2つの組み合わせを持つものである。各施設において指導員

の業務はこれらのいずれかとする考えの指導員が多いことは経験的にも

一致するところである。主たる業務内容がどの部分に傾斜しているか、

あるいはどう展開していこうとしているかという現れと考えられる。企

業内教育訓練施設の指導員を除く指導員の40%近 くがこの類型に入る。

次に多い類型は 「コース企画一指導と評価一能力開発援助」のうち、

コース企画を含む組み合わせをとるものである。コース企画を指導と評

価に結合させる業務の仕方や、コース企画を能力開発援助に結びつける

業務の方向を意味している。これは事業団立能力開発施設を除く施設で、

30～40%程 度を占める。これらの2つ の類型で60～90%を 占める。施設

によっては両類型で90%に なるものもある。この他に、学習者対応業務

を柱とする類型や能力開発援助業務を柱とする類型、この両者を組み合

わせた類型、4つ の業務を組み合わせた類型などがみられた。

障害者能力開発施設と都県立能力開発施設が類似の業務を考えている

ということはすでに述べた。これについて職業訂‖練指導員の類型の構成

も極めて類似していることが明らかである。事業団立能力開発施設は第

1群の類型が最も多い他は都県立能力開発施設と類似である。企業内教

育は職業訓練指導員の業務に関する見解が多様である。これは他の公共

職業能力開発施設とは基本的に異なる環境から生じているものと考えら

れる。今日の企業のおかれた困難な状況もそうであるが、何よりも教育
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訂‖練へのエーズの変化、体制の整備など、有効な企業内教育の姿を模索

した結果としてこのような多様な類型を包含することとなったと考えら

れる。これらの環境の変化は、困難な状況を迎えつつある公共職業能力

開発施設の未来を示唆 していると言えよう。

職業訓練指導員の業務に関する調査結果から得 られた数多くの知見は

職業能力開発施設はもとより、職業教育や産業教育にかかわる関係者に

とって示唆を与えると確信する。調査に協力いただいた関係者の方々に

感謝する次第である。

(注)

(1)労働省穀業能力開発局HFr「改訂版 職 業能力開発促進法」,労働法コンメン

タール8,労 務行政研究所,pp 17,179,1995

(2)労働省職業能力開発局編,前掲書,労務行政研究所,pp 199 208,1995

第16条には公共職業能力開発施設の設置運営等を規定している 労 働省職

業能力開発局編,前掲書,労務行政研究所,pp 208214、1995

(3)森 和 夫他 「職業訓練指導員の業務に関する調査一過去と現在と未来一」,

職業能力開発大学校研修研究センター調査研究報告書,No 72,1994
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